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１ 

 

大磯町保育所条例等の一部を改正する条例 

 

 

１ 改正概要 

  国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律（平成29年法律第

71号）が施行され、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）の一部が改正された

ことに伴い、大磯町保育所条例等について、規定の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

（1）改正する条例 

・ 大磯町保育所条例 

・ 大磯町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

・ 大磯町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（2）改正する内容 

国家戦略特別区域法の一部が改正され、同法に条項（第12条の４）が追加されたこ

とに伴い、上記３条例について、同法の引用条文を「第12条の４」から「第12条の５」

に改正するものです。 

 

【参考】国家戦略特別区域法（抜粋） 

第４章認定区域計画に基づく事業に対する規制の特例措置等 

改正前 改正後 

第12条の２（公証人法の特例）  

第12条の３（学校教育法等の特例）  

 第12条の４（児童福祉法等の特例） 

       

 

第12条の４（児童福祉法等の特例） 第12条の５ 

       

 

  ※ 当該改正による実質的な内容の変更は、ありません。 

 

３ 施行日 

施行日は、公布の日とします。 

 

 

 

追加条項 

町条例の引用条文 



 

 

 大磯町保育所条例 新旧対照表（第１条関係） 

 改正案 現行 

第１条・第２条 省略 

（職員） 

第３条 保育所に次の職員を置く。 

(1) 省略 

(2) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の５第２

項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。） 

(3)・(4) 省略 

第４条～第７条 省略 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

第１条・第２条 省略 

（職員） 

第３条 保育所に次の職員を置く。 

(1) 省略 

(2) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の４第２

項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。） 

(3)・(4) 省略 

第４条～第７条 省略 

 

２
 



 

 

 大磯町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表（第２条関係） 

 改正案 現行 

目次 省略 

   第１章 省略 

第２章 家庭的保育事業 

第23条 省略 

（職員） 

第24条 省略 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号の家庭的保育者をいう。以下

同じ。）は、町長が行う研修（町長が指定する都道府県知事その他の機関

が行う研修を含む。）を修了した保育士（国家戦略特別区域法（平成25年

法律第107号。以下「特区法」という。）第12条の５第２項に規定する国家

戦略特別区域限定保育士を含む。）又は保育士と同等以上の知識及び経験

を有すると町長が認める者であって、次の各号のいずれにも該当する者と

する。 

(1)・(2) 省略 

３ 省略 

第25条～第27条 省略 

第３章 小規模保育事業 

第１節 省略 

第２節 小規模保育事業Ａ型 

第29条 省略 

（職員） 

第30条 小規模保育事業所Ａ型には、保育士（特区法第12条の５第２項に規

定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下同じ。）、嘱託医及び調

理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模

保育事業所Ａ型又は第17条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入す

る小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２・３ 省略 

第31条 省略 

    第３節・第４節 省略 

   第４章・第５章 省略 

目次 省略 

   第１章 省略 

第２章 家庭的保育事業 

第23条 省略 

（職員） 

第24条 省略 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号の家庭的保育者をいう。以下

同じ。）は、町長が行う研修（町長が指定する都道府県知事その他の機関

が行う研修を含む。）を修了した保育士（国家戦略特別区域法（平成25年

法律第107号。以下「特区法」という。）第12条の４第２項に規定する国家

戦略特別区域限定保育士を含む。）又は保育士と同等以上の知識及び経験

を有すると町長が認める者であって、次の各号のいずれにも該当する者と

する。 

(1)・(2) 省略 

３ 省略 

第25条～第27条 省略 

第３章 小規模保育事業 

第１節 省略 

第２節 小規模保育事業Ａ型 

第29条 省略 

（職員） 

第30条 小規模保育事業所Ａ型には、保育士（特区法第12条の４第２項に規

定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。以下同じ。）、嘱託医及び調

理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模

保育事業所Ａ型又は第17条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入す

る小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２・３ 省略 

第31条 省略 

    第３節・第４節 省略 

   第４章・第５章 省略 

 

３
 



 

 

 

 改正案 現行 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

４
 



 

 

 大磯町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 新旧対照表（第３条関係） 

 改正案 現行 

第１条～第10条 省略 

（職員） 

第11条 省略 

２ 省略 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

(1) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の５第２

項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。）の資格を有する者 

(2)～(9) 省略 

４・５ 省略 

第12条～第22条 省略 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

第１条～第10条 省略 

（職員） 

第11条 省略 

２ 省略 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道

府県知事が行う研修を修了したものでなければならない。 

(1) 保育士（国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第12条の４第２

項に規定する国家戦略特別区域限定保育士を含む。）の資格を有する者 

(2)～(9) 省略 

４・５ 省略 

第12条～第22条 省略 

 

５
 




























